








































































































































































































































































































































































































































































































































































年度 15歳未満の男性 15歳未満の女性 合計
人数 指数 人数 指数 人数 指数
元年度 21 100 6 100 27 100
二年度 31 148 6 100 37 137
三年度 58 276 8 133 66 244
四年度 79 376 3 50 82 304
五年度 78 371 5 83 83 307
六年度 19 90 1 17 20 74
七年度 39 186 7 117 46 170
































二年度 三年度 四年度 五年度 六年度 七年度 八年度
収容人員 10 10 10 10 25 35 35


































































































































































































三年度 四年度 五年度 六年度 七年度 八年度
感化院送致 11（100） 8（　73） 14（127） 44（400） 96（873） 78（709）
就職総数 122（100） 166（136） 183（150） 172（141） 140（115） 167（137）
職工就職数 47（100） 18（　38） 76（162） 53（113） 49（104） 57（121）
入所者総数 398（100） 391（　98） 361（　91） 468（118） 493（124） 495（124）
14歳以下 170（100） 156（　92） 133（　78） 153（　90） 149（　88） 188（111）
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